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代表取締役社長  　柴田博之

貸  借  対  照  表
2020年3月31日現在

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 6,440,645  流動負債 938,687  
現金及び預金 1,295,829  買掛金 507,693  
受取手形 26,018  未払費用 235,363  
売掛金 940,695  未払金 65,333  
商品 338  未払消費税等 31,374  
製品 55,673  未払法人税等 23,868  
貯蔵品 18,150  リース債務 11,547  
原材料 5,936  預り金 61,308  
前払費用 19,811  役員賞与引当金 1,500  
預け金 3,997,825  その他 697  
短期貸付金 17,173  
未収入金 54,439  
立替金 3,895  
その他 4,857  固定負債 425,528  

－ 長期預り金 8,500  
リース債務 22,152  
資産除去債務 40,643  
退職給付引当金 347,698  

固定資産 836,276  役員退職慰労引当金 6,533  
有形固定資産 673,543  
建物 82,389  
構築物 43,367  
機械装置 228,372  
工具器具備品 10,760  負債合計 1,364,216  
土地 237,675  （純資産の部）
リース資産 31,177  株主資本 5,912,706  
建設仮勘定 39,800  

資本金 90,000  
無形固定資産 5,021  
ソフトウェア 5,021  
その他 －

利益剰余金 5,822,706  
投資その他の資産 157,712  利益準備金 22,500  
投資有価証券 2,000  その他利益剰余金 5,800,206  
関係会社株式 12,627  別途積立金 4,930,000  
長期貸付金 39,181  繰越利益剰余金 870,206  
長期前払費用 2,565  （うち当期純利益） (302,825)
差入保証金 24,086  
繰延税金資産 77,037  
その他の投資 340  
貸倒引当金 126  

純資産合計 5,912,706  
資産合計 7,276,922  負債及び純資産合計 7,276,922  



個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 関係会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券

市場価格のあるもの 期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のないもの 移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（貸借対照表額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）による。

① 製品 先入先出法

② 商品 個別法

③ 貯蔵品 移動平均法

④ 原材料 移動平均法

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法

（リース資産を除く） ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び
2016年4月1日以降に取得した建物附属設備、構築物については、

定額法による。

② 無形固定資産 定額法

（リース資産を除く）

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。なお、

リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」
の適用初年度開始前のリース取引については通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理による。

（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上している。

② 役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えるため、期末における支給見込額を計上している。

③ 退職給付引当金 従業員等の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

から中小企業退職金共済支給額を控除した額を計上している。

④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上している。



（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用している。

ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用として

いる。

②資産除去債務に関する 資産除去債務に関する会計基準（企業会計基準第8号）及び資産除去債務
   会計基準 に係る会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第21号）に準じた

会計処理としている。

2. 貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 千円

上記減価償却累計額には、減損損失累計額 150,660千円を含んでいる。

3. 一株当たり情報に関する注記

（1） 一株当たり純資産額 円

（2） 一株当たり当期純利益 円

4. 記載金額は千円未満を切捨てて表示している。

32,848.37
1,682.36

3,823,984


